バリアフリー街づくり推進県民会議における運用体制イメージ（案）



















　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　






行　　政





資料　５





【全　体　会】


⑤内容の二次検討


　調整部会での検討結果


を踏まえ、対応策等につ


いて事業者等施設設置者


を含めた全体会で議論


　　　　　↓


⑥検討結果(提案)の　　発信


　検討結果を県民・行


政･事業者等へ発信


(神奈川スタンダード)








⑨検証


　提案に対する対応状況


等について検証








○構成員


　学識者、障害者団体、関係団体、事業者、公募委員等


○人数


　25人





①　意見・提案








【調整部会】





②県民意見の収集・集約


　バリアフリーに関する意


見等を収集・分類し、課題


等を整理


　　　　↓


③内容の一次検討


　課題を検討し、対応策等


について議論


（障害当事者間の利益相反部分についても検討し、利用者側の共通認識を図り、対応策を検討）


　　　　↓


（検討結果(提案)の発信


調整部会で発信できる検討結果は県民・行政・事業者等へ発信）

















⑦行政・事業者への提案の発信





④調整部会での検討内容を報告





○構成員


　学識者、障害者団体、関係団体、事業者、公募委員等（原則、全体会委員）


○人数


　12人





⑦県民へ提案の発信






















































































※　全体会、部会における作業や議論は、原則公開（ホームページへ掲載）





【事務局】　地域保健福祉課、建築指導課








（発信方法）


・ホームページ


・県機関、市町村等への資


　料配架　　等





（対応内容例）


・駐車場やｴﾚﾍﾞｰﾀｰの利用に　


ついてのルールをつく


る。


・点字ブロック敷設の計画


　を立てる。








（収集方法）


・ホームページ


・FAX


・郵送　　　等





（意見の例）


・条例・施策に関する意見


・既存建築物のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化


・駐車場やｴﾚﾍﾞｰﾀｰの利用


・点字ブロックの敷設　　等





行政・事業者への提案の発信





【市町村】


・バリアフリーのまちづくり主管課を窓口にして、市町村の所管課へ提案を伝え、対応を図る。








⑪　施策実施


　　普及啓発、支援





バリアフリー街づくり推進県民会議





バリアフリーの必要性を感じている県民























・障害者　　　　　　





・妊産婦





・高齢者





・子育て中の方





・その他











⑧対応状況を報告














⑩県民へ検証結果の発信





⑩行政・事業者へ検証結果の発信














事　業　者





連携





連携








【県】





＜バリアフリーのまちづくり部会＞


○目　的　　バリアフリーのまちづくりの推進等について、部局横断的に協議・検討　　　


○構　成　　８局23課の所属長


○事務局　　地域保健福祉課





＜県有施設分科会＞


○目　的　　県有施設のユニバーサルデザインの促進について、総合的･横断的に検討


○構　成　　10局12課の各担当


○事務局　　地域保健福祉課





＜庁内連絡会＞


○目　的　　バリアフリーのまちづくり部会及び県有施設分科会の協議結果を踏まえ、施策･事業の連絡調整や進捗状況の把握を行う。


○構　成　　各局企画調整部企画調整課、地域保健福祉課、建築指導課の各担当


○事務局　　地域保健福祉課

















　民間施設の設置・管理者、交通事業者等








